









































































































　1891 年からは，横浜市内の学区が 1 学区に 1















1901 年度の公立小学校児童数は 1 万 4744 人で
あったが，学区廃止となる 1908 年度には 2 万
























































への転換が当時の市原盛宏市長（1903 年 1 月～














































たのが第 2 図にも示した 1902 年度で，横浜小学
校の修繕費が 1901 年度の 604.293 円から 1902 年
度は 4053.978 円へ大きく増加したため学校間の











標準偏差は 1 前後となり，1911 年度には最多の
横浜小学校では 11.44 円，最少の元街小学校では
8.63 円となり，標準偏差は 0.87 にまで下がった．
学校間の差が縮まったことがわかる．
2．学校別児童一人あたりの建物面積



















ある．この 12 校のうち，1908 年の学区廃止以降
から 1923（大正 12）年の関東大震災までの間で
改築や新築は 3 校で行われた．神奈川小学校が
1908 年 9 月に移転したため児童一人あたりの建
物面積は 0.38 坪から 0.74 坪へとなり，根岸小学




































































































































































年 12 月の第 47 回臨時帝国議会にて横浜市の教育


























第７図 小学校別 児童一人あたり建物面積 1929年度 















1902（明治 35）年度 1912（大正元）年度 1902（明治 35）年度 1912（大正元）年度
計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女
横浜 97.2‌ 96.9‌ 97.4‌ 98.2‌ 99.0‌ 97.2‌ 61‌ 34‌ 27‌ 43‌ 14‌ 29‌
吉田 85.8‌ 86.6‌ 85.0‌ 97.1‌ 97.5‌ 96.7‌ 476‌ 229‌ 247‌ 146‌ 65‌ 81‌
寿 93.5‌ 91.4‌ 95.8‌ 98.0‌ 98.3‌ 97.7‌ 138‌ 94‌ 44‌ 42‌ 19‌ 23‌
老松 92.0‌ 90.4‌ 93.8‌ 98.3‌ 98.6‌ 98.0‌ 125‌ 80‌ 45‌ 27‌ 11‌ 16‌
元街 91.6‌ 90.5‌ 92.9‌ 98.3‌ 99.4‌ 97.2‌ 102‌ 62‌ 40‌ 22‌ 4‌ 18‌
石川 87.0‌ 89.1‌ 84.6‌ 96.9‌ 97.9‌ 95.8‌ 303‌ 134‌ 169‌ 101‌ 35‌ 66‌
太田 74.3‌ 78.2‌ 70.2‌ 97.6‌ 98.1‌ 97.0‌ 257‌ 110‌ 147‌ 90‌ 37‌ 53‌
戸部 87.2‌ 88.1‌ 86.3‌ 97.4‌ 98.1‌ 96.8‌ 366‌ 179‌ 187‌ 137‌ 55‌ 82‌
篠崎 70.8‌ 71.0‌ 70.6‌ 98.2‌ 96.8‌ 99.2‌ 203‌ 100‌ 103‌ 11‌ 8‌ 3‌
神奈川 90.8‌ 91.6‌ 90.0‌ 96.8‌ 97.3‌ 96.3‌ 269‌ 122‌ 147‌ 149‌ 65‌ 84‌
根岸 78.1‌ 82.4‌ 73.6‌ 98.0‌ 98.5‌ 97.4‌ 213‌ 87‌ 126‌ 36‌ 13‌ 23‌
本牧／北方 82.2‌ 85.9‌ 78.6‌ 97.8‌ 97.9‌ 97.8‌ 364‌ 143‌ 221‌ 48‌ 26‌ 22‌
その他 ― ― ― 96.9‌ 97.2‌ 96.6‌ ― ― ― 52‌ 24‌ 28‌



















































































































大阪市は 1889（明治 22）年 9 月に一度学区廃止が
決定されたものの，水道事業に起因する市の財政難










10）‌ 横濱貿易新報　明治 40 年 5 月 9 日第 2156 号 1 面
「小学校市営問題」．
11）‌ 横濱貿易新報　明治 41 年 1 月 1 日第 2392 号 25
面「横浜市教育の前途奈何　一記者」．
12）‌ 横濱貿易新聞　明治 36 年 5 月 2 日第 4009 号 2 面
「公債と高等小学」．
13）‌ 横濱貿易新報　明治 40 年 5 月 19 日第 2166 号 2
面「義務教育延長の結果　横浜市学区の運命」．




























童は 3 人（貧弱のため就学猶予 1 人，病気のため就









































27）‌ 第 1 区選出議員は 11 人であったが，そのうち 6
人が学区廃止に賛成した．横浜貿易新報　明治 40




























短い夏期は午前 7 時と午前 9 時半が登校時間，2 時
間 10～20 分間の教授を前後 2 学級に行い，11 時 50
分には終業していた．授業時間が長い春期や秋期で
も午前 8 時と正午が登校時間で各 3 時間半の教授が
行われていた．週あたりの教授時間は県令「小学校
課程」で 27 時間半とされたが，二部教授のために
短縮され尋常科 1 年生で 18 時間，2～3 年生は 21
時間であった．1904 年時点では男女別に編成され
た学級に 64 人～80 人の児童がおり，学級は 1 か月
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